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取組について 
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発表の概要 

 

事業着手前の六町地区は、全域に住居系、工業系及び農地が混在し、ミ

ニ開発等によるスプロール化が進んでいた。 

また、地区内の道路は狭く屈曲している上、幅員４ｍの行き止まり道路

も多く見られた。このような状況のなか、つくばエクスプレス（常磐新

線）の新設を受け、新駅及び駅前交通広場を中心とした秩序ある市街地

の形成を図ることを目的とした、六町地区土地区画整理事業を平成 10 年

に事業計画決定を行っている。 

本発表では、本庁（市街地整備部）、第一市街地整備事務所及び六町地

区整備事務所が一体となって鋭意進めている、これら六町地区土地区画

整理事業に関する取組を紹介する。 
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六町地区土地区画整理事業における未移転物件の解決による事業推進の取組について 

 

 

 

 

 

 

１ はじめに 

 東京の市街地は、公共施設の整備促

進、未利用地の活用、居住環境の改善、

密集市街地解消など、多くの課題を抱え

ている。これらの課題を解決するための

市街地開発事業の一つとして、土地区画

整理事業を行っている。 

土地区画整理事業のイメージを図１

に示す。土地区画整理事業とは、都市計

画道路や公園などの公共施設の整備改

善及び宅地の利用の増進を図るため、土

地の区画形質の変更及び公共施設の新

設又は変更を行うものである。土地の所

有者から土地の一部を公共施設の用地

として提供してもらい（減歩）、整備さ

れた街区に宅地を再配置する（換地）こ

とで、良好な市街地の形成によるまちづ

くりを進めることを目的とする。 

本稿では、施行者として東京都が足立区六町地区で実施している土地区画整理事業に関して、権

利者の移転に焦点を当て、これまでの移転促進に向けた課題と取組を踏まえ、同事業の未移転案件

について、第一市街地整備事務所及び本庁が一体となって移転を完了させた事例を紹介する。 

 

２ 六町地区土地区画整理事業の概要 

六町地区は、足立区北東部のほぼ中央に位置し、昭和 44 年５月に定められた「土地区画整理事業

を施行すべき区域」として都市計画決定された区域の一部である。北千住駅から北方約４ｋｍの距

離にあり、綾瀬川の西岸に位置している（図２及び図３）。 

昭和 60 年７月、運輸政策審議会（現 交通政策審議会）によるつくばエクスプレス（常磐新線）

新設の答申で、六町地区内にルートが予定されたことから、東京都及び足立区は、新駅を誘致し、

周辺の都市基盤を整備するとともに、足立区北東部の新しい生活拠点として計画的なまちづくりを

進めることとした。 

 

（Cさんの従前の宅地）

（Cさんの換地）

＜公共減歩＞

整
形
化

公園の用地

道路の用地

＜保留地減歩＞

道 路

公
園

道 路

Aさん Bさん
Cさん

Dさん

Eさん

Fさん

(Xさん)

Gさん

Hさん

道 路

Aさん Bさん Cさん

Dさん

Eさん

Fさん

(Xさん)

Gさん

Hさん

公
園

保
留
地

〔換地〕 〔減歩〕

都市計画道路

道 路

売却して事業費の一部に充てる

従
前
の
土
地

事
業
計
画
図

換
地
設
計
図

図１ 土地区画整理事業のイメージ 
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令和４年 12 月末現在、仮換地の引継ぎが 418,774 ㎡（86.3％）まで達成し、約８割の地権者が

仮換地での生活再建を開始している（図４）。現在、令和５年春頃の仮換地引継ぎの完了を目指して

事業を進めている。 

 

（１）事業の名称 

東京都市計画事業六町四丁目付近 

土地区画整理事業 

（２）施行者 

東京都 

（３）施行面積 

約 69.0ha 

（４）施行期間 

平成９年度～令和４年度（延伸予定） 

（５）総事業費 

約 1,258 億円 

（６）減歩率 

19.33％ 

（７）移転棟数 

2,224 棟 

（８）権利者数 

2,226 名 

 

図３ 六町地区土地区画整理事業の進捗 

図２ 六町地区の位置図 
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図４ 仮換地引継ぎ状況図（令和４年 12 月現在） 
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３ 六町地区土地区画整理事業の移転について 

３－１ 仮換地指定と移転の流れ 

 （１）仮換地指定とは 

土地区画整理事業の施行者は、土地区画整理法第 98 条第１項の規定に基づき、地権者に対し

て従前の宅地に代えて新しく使える宅地の位置・形状を指定する「仮換地指定」により、従前

地の使用収益が停止され、建物移転や造成工事を行うこととなる。仮換地指定は、従前地の使

用収益の停止の日及び仮換地の使用収益の開始の日を通知するが、仮換地の使用収益の開始の

日は、工事の進捗に合わせて別途通知することとしている。 

 

（２）移転・補償の流れ 

六町地区の土地区画整理事業では、従前地の使用収益停止から仮換地の使用収益開始までの

間に、権利者の移転・従前建物の解体・土地の造成工事を実施しており、その具体的な流れは

図５のとおりである。 

 

図５ 六町地区土地区画整理事業における移転と補償の流れ 

権利者の権利関係（建物所有者、借家人など）や建物の構造、間取り、用途などを調査する

①物件調査を事前に実施する。この物件調査の内容と道路、上下水道、造成工事の順序や位置、

形状などを考慮して移転の順序、時期、方法等の②移転計画を決定する。 

なお、六町地区では、主に工期短縮を目的として、一定の広がりを持った区域について一斉

に工事に着手できるよう、工事の施行エリア毎に移転期限を設定するなど、移転の円滑化への

工夫をしており、事前に③仮換地指定を通知している。 

その後、東京都で定めた「土地区画整理事業損失補償基準等」により物件調査などの内容を

踏まえて④補償金の算定を先行して行い、土地区画整理法第 77 条第２項の規定に基づく⑤移

転通知及び照会後速やかに各権利者と⑥移転補償契約を締結している。移転補償契約の期限及

び金額に従い、建築物等の⑦移転完了を確認した後に⑧補償金の支払を実施し、東京都が仮換

地の⑨造成工事や道路の整備工事などを行う。工事完了後に、⑩仮換地の使用収益が開始され、

権利者は仮換地の使用が可能となる。 
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３－２ 六町地区における移転促進に向けた課題と取組 

  移転とは、工事の前段階として、公共施設整備や宅地造成などの工事が行えるよう、支障とな

る建築物等を解体・除却することである。一方、権利者は、仮住まい、仮換地の引継ぎを経て、

仮換地での建物再建などを実施しなければならず、自身の生活や事業活動に大きな影響を受ける

ことになる。そのため、移転計画に即して円滑な移転を実現するためには、権利者の事業に対す

る理解と協力を得ることが不可欠である。 

ここでは、六町地区における土地区画整理事業の移転促進に向けた取組について紹介する。 

 

（１）移転促進にあたっての課題について 

六町地区の土地区画整理事業では、計画的な事業推進の観点から街区ごとに造成工事を行い、

仮換地の引継ぎを行うことを原則としている。 

工事対象となる街区に１棟でも未移転の建築物等が残っていると、工事完了と仮換地引継ぎ

時期に遅れが生じ、権利者は仮住まい期間が延長される。 

また、工事の遅れに伴って事業費が増大し、事業期間にも影響が生じる。 

 

 （２）移転促進に向けた取組について 

権利者の移転を進めるため、以下に示す取組を実施してきた。 

 

① 地区全体の施行順序の見直し 

権利者の換地先に関する要望等を換地設計に反映した結果、長期の仮住まい等期間（長期

中断）が多く発生する時期があった。そのため、平成 18 年度に施行順序を見直し、長期中断

の解消に努めた。 

 

② 仮設住宅の活用 

高齢者や障害者等、仮移転先の確保が困難

な権利者のための救済措置として、仮移転先

を提供した。 

また、地区外移転により営業の継続が困難

な事業系の権利者に対しては、店舗併用可能

な仮設住宅も用意した。 

平成 10 年度から 25 年度にかけて計 17棟を

建設し、一時的な入居施設として仮設住宅を

活用した（図６）。 

 

③ 移転折衝の前倒し 

 事業系の権利者は、中断期間中も店舗や営業所を用いて事業を継続する必要があり、仮営

業所等の確保に時間を要していた。そのため、平成 31 年度から一部の事業系の権利者に対す

る補償金の算定準備を半年間前倒して、仮営業のための物件探しの充分な期間を確保した。 

図６ 六町地区の店舗併用仮設住宅 
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④ 移転説明会の実施 

平成 13 年度から平成 30 年度にかけて延べ 100 回以上にわたり、エリアごとに移転説明会

を開催した（図７）。説明会ではパンフレット等を用いて、具体的な移転のスケジュール、補

償金の内容、課税の特例制度等、権利者の仮住まいや生活再建について詳しく説明した（図

８）。 

さらに、個別相談の場では相談内容が多岐にわたるため、権利者の個別の事情を勘案して、

その後も丁寧な折衝に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ お知らせによる移転説明会の案内（左）と説明会パンフレット（右） 

図７ 六町地区移転説明会の様子 
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４ 六町地区の移転完了に向けた取組について 

４－１ 未移転物件への対応 

六町地区整備事務所では、未移転物件の街区の工事を最後にするなど工夫して、工事工程に遅

れが生じないように対応してきた。しかし、事業終盤を迎える中、工事の工夫だけでは対応しき

れなくなり、仮換地の引継ぎにも影響を及ぼすため、未移転物件の存在が支障となっていた。 

以下に、この未移転物件の移転完了に向けた取組を紹介する。 

 

（１）未移転物件の概要 

権利者Ａ氏（以下「Ａ氏」という。）は、仮換地に事業所を再建することを希望していたが、

用途地域上の規制（第一種住居地域のため作業場面積 50 ㎡以下の規制）により再建できなかっ

た。そのため、地区外に土地を購入し、再建する準備を進めていた。 

Ａ氏には移転の意思はあったものの、建設予定地の開発行為許可申請が必要であることが判

明したため、すぐには新事業所の工事を開始することができなかった。また、建設工事着工後

も工事が中断してしまい、工事再開の見通しが立たない状況が続いていた。 

 

（２）移転実現のため折衝において工夫した点 

① 権利者折衝による問題把握 

当初はＡ氏から受任された弁護士を介しての折衝であったが、移転等手続の助言など具体

的な説明を繰り返し行うことにより、Ａ氏及び弁護士から信頼を得られ、最終的にＡ氏本人

と直接折衝することが可能となった。 

Ａ氏とは約３年間にわたり延べ 70 回を超える対面や電話による折衝を積み重ねた結果、

信頼関係を構築することができた。また、これらの折衝を通じて、必要な開発行為許可申請

等の行政手続が滞っていることなどＡ氏が抱える問題を明らかにすることにつながった。 

 

② 行政庁等との調整 

開発許可の手続等に遅れが生じていたため、都が主体となり、行政庁、設計会社及び建設

会社との間を取り持ち、開発行為許可申請等の行政手続を再開させた。申請手続を進める中

で、審査項目や所要時間を明確化し、許可に要する時間を１年から半年程度に短縮すること

ができた。 

 

③ 金融機関との調整 

工事再開には新たな融資が必要となることが分かったため、金融機関に同行し、事業の説

明を的確に行い、新たな融資手続を進めることができた。 
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４－２ 移転完了のための関係部署との連携・取組 

前述したＡ氏の動向を受けて、関係部署で情報を共有し、移転に向けて関係部署で連携した（図

９）。まず、事業課では、仮換地の引継時期に影響を生じるおそれがあるため、当該街区の他の権

利者へ状況等の説明を行った。六町地区整備事務所では、Ａ氏の建物が存在する街区の工事を最

後にするなど工事工程の見直しにより工事請負業者と調整を図りながら対応した。 

他方、Ａ氏が任意折衝で移転しなかった場合に備えて、所全体で事業全体の進捗にどの程度の

影響が及ぶか検討を行うとともに、用地買収でいう行政代執行に当たる直接施行を想定し、準備

検討も同時に進めていた。しかし、粘り強い取組の末、任意による移転が完了し、直接施行の実

施を回避することができた。 

 

 

５ おわりに 

令和４年度の事業完了に向けて、六町地区土地区画整理事業における全ての移転（2,224 棟）が

令和４年 11 月に完了した（図 10）。移転促進のための折衝を担当する補償課、事業推進のマネジメ

ントをつかさどる事業課、現場工事等を担う六町地区整備事務所及び全体を取りまとめている市街

地整備部区画整理課が一体となって取り組んだことで、任意による移転を完了することができた。 

また、庁内外の工事等関係者の協力も移転完了に必要不可欠であった。事業の着実な推進に寄与

していただいた関係者の皆様にこの場をお借りして深く感謝申し上げる。 

今後は、残りの仮換地引継ぎに向けて、引き続き権利者との丁寧な折衝を継続するとともに、庁

内関係者と連携して事業のスピードアップを図り、着実な事業完了に向けて尽力していく所存であ

る。 

図９ 局内協力体制図  図 10 移転完了後の写真（令和４年 11 月現在） 
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